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議案第４４号

取手市営住宅条例の一部を改正する条例について

取手市営住宅条例（平成９年条例第２２号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２９年９月１日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

公営住宅法施行令が改正されて条項の移動が生じたことに伴い，同令を引用する規

定について所要の整備を行うため，本条例の一部を改正するものです。
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取手市営住宅条例の一部を改正する条例

取手市営住宅条例（平成９年条例第２２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

付 則

この条例は，公布の日から施行する。

改正後 改正前

(市営住宅建替事業に係る家賃の特例) (市営住宅建替事業に係る家賃の特例)

第 40 条 市長は，前条の申出をした者を市

営住宅に入居させる場合において，当該市

営住宅の家賃が従前の市営住宅の最終の

家賃を超えることとなり，当該入居者の居

住の安定を図るため必要があると認める

ときは，第 15 条第 1項，第 31 条第 1項又

は第 34 条第 1 項の規定にかかわらず，令

第 12 条で定めるところにより当該入居者

の家賃を減額するものとする。

第 40 条 市長は，前条の申出をした者を市

営住宅に入居させる場合において，当該市

営住宅の家賃が従前の市営住宅の最終の

家賃を超えることとなり，当該入居者の居

住の安定を図るため必要があると認める

ときは，第 15 条第 1項，第 31 条第 1項又

は第 34 条第 1 項の規定にかかわらず，令

第 11 条で定めるところにより当該入居者

の家賃を減額するものとする。

(公営住宅の用途の廃止による他の市営住

宅への入居の際の家賃の特例)

(公営住宅の用途の廃止による他の市営住

宅への入居の際の家賃の特例)

第 41 条 市長は，公営住宅の用途の廃止に

よる公営住宅の除却に伴い当該公営住宅

の入居者を他の市営住宅に入居させる場

合において，新たに入居する市営住宅の家

賃が従前の公営住宅の最終の家賃を超え

ることとなり，当該入居者の居住の安定を

図るため必要があると認めるときは，第 1

5 条第 1項，第 31 条第 1項又は第 34 条第

1 項の規定にかかわらず，令第 12 条で定

めるところにより当該入居者の家賃を減

額するものとする。

第 41 条 市長は，公営住宅の用途の廃止に

よる公営住宅の除却に伴い当該公営住宅

の入居者を他の市営住宅に入居させる場

合において，新たに入居する市営住宅の家

賃が従前の公営住宅の最終の家賃を超え

ることとなり，当該入居者の居住の安定を

図るため必要があると認めるときは，第 1

5 条第 1項，第 31 条第 1項又は第 34 条第

1 項の規定にかかわらず，令第 11 条で定

めるところにより当該入居者の家賃を減

額するものとする。


